
用語の解説

　 

用　　　語
リスク・ウェイト
適格格付機関
エクスポージャー
信用リスク削減手法
基礎的手法
金利リスク
金利ショック

BPV

コア預金
リスク・アセット
ソブリン
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業者
所要自己資本額
三月以上延滞エクスポージャー

債権の危険度を表す指標。自己資本比率規制で総資産を算出する際に、保有資産ごとに分類して用いる。
金融機関がリスクを算出するに当たって用いることができる、金融庁長官が適格性の基準に照らして適格と認めた、格付を付与する格付機関のこと。
リスクに晒されている資産のことを指しており、具体的には貸出金などの与信取引と有価証券などの投資資産が該当。
信用リスクを軽減するための措置をいい、具体的には、預金担保、有価証券担保、保証などを貸出金と相殺することをいう。
オペレーショナル・リスクにおけるリスク・アセットの算出方法の一つ。1年間の粗利益×15％の直近３年間の平均値÷8％により算出。
市場における一般的な金利水準の変動に伴って当該金融資産の価値が変動するリスクのことをいう。
金利の変化(衝撃)のことで、上下200ベーシス・ポイントの平行移動や99パーセントタイル値と1パーセントタイル値といった算出方法がある。
Basis Point Value(ベーシス・ポイント・バリュー)、金利リスクの指標の１つで、全ての期間の金利が1ベーシス・ポイント(0.01％)変化した場合に
おける現在価値の変化額を表す。
明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求によって随時払い出される預金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する預金のこと。
リスクを有する資産（貸出金や有価証券など）を、リスクの大きさに応じて掛目（リスク・ウェイト）を乗じ、再評価した資産金額。
中央政府、中央銀行、地方公共団体、政府関係機関、その他中央政府以外の公共部門などを指す。
自己資本比率算出においては、代表的なものとして、住宅ローンの中で抵当権が第１順位かつ担保評価額が十分に満たされているものを指す。
不動産の取得又は運用を目的とした事業者。
各々のリスク・アセット×４％（自己資本比率規制における国内基準）。
元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している者に係るエクスポージャー。

解　　　　　説

2025りょうしん Disclosure 39

自己資本の充実の状況

1．自己資本調達手段の概要
　当組合の自己資本につきましては、地域のお客さまによる
出資金にて調達しております。
　　・発行主体 ： 長崎三菱信用組合
　　・資本調達手段の種類 ： 普通出資
　　・コア資本に係る基礎項目に算入された額：2,043百万円
2．自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当組合は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行
うことにより自己資本を充実させ、経営の健全性・安全性を十
分保っていると評価しております。なお、将来の自己資本の充
実策については、年度ごとに掲げる収支計画に基づいた業務
推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上げを第
一義的な施策として考えております。
3．信用リスクに関する事項
（1）リスク管理の方針および手続きの概要

信用リスクの計量的把握に努めるとともに、経済変動や
業務の盛衰に耐え得る健全な与信内容を維持し、収益
性の高い与信ポートフォリオを実現しております。
信用コストである貸倒引当金は「自己査定基準」および
「償却・引当基準」に基づき、自己査定における債務者区
分ごとに算定するとともに、その結果については監事の
監査を受けるなど、適正な計上に努めております。

（2）リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下
の4つの機関を採用しています。なおエクスポージャー
の種類ごとに適格格付機関の使分けは行っていません。
　・JCR   ・R＆I 　・MDS　・S＆P

4．信用リスク削減手法に関する管理方針および手続きの概要
　信用リスク削減手法として使用する、当組合が扱う主要な
担保は、預金積金のみであり、担保に関する手続きについて
は、組合が定める「融資基準」や「融資事務取扱要領」などに
より、適切な事務取扱い並びに適正な評価・管理を行ってお
ります。
　信用リスク削減手法には、適格担保として自組合預金積
金、日本銀行貸出支援基金の活用に係る「全信組連への預け
金」と「全信組連からの借入金」等が該当します。
5．オペレーショナル・リスクに関する事項
（1）リスク管理方針および手続きの概要

当組合では、オペレーショナル・リスクを「内部プロセス・
人・システムが不適切であることもしくは機能しないこ
と、または外生的事象が生起することから当組合に生じ
る損失にかかるリスク」と考えています。当組合はオペ
レーショナル・リスクについて事務リスク、システムリス
ク、法務リスク、人事・労務リスク、有形資産リスクの各リ
スクを含む幅広いリスクと考え、管理体制や管理方法に
関するリスク管理の基本方針をそれぞれのリスクについ
て定め、確実にリスクを認識し、評価しております。
リスクの計測に関しましては、当面、基礎的手法を採用す
ることとし、態勢を整備しております。また、これらリスク
に関しましては、統合的リスク管理委員会において協議・
検討するとともに、必要に応じて経営陣による、理事会
等において、報告する態勢を整備しております。

（2）オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法
の名称
当組合は基礎的手法を採用しております。

6．銀行勘定における出資その他これに類するエクスポー
ジャー又は、株式等エクスポージャーに関するリスク管理の
方針および手続きの概要
　上場優先出資証券、株式関連投資信託にかかるリスクの
認識については、時価評価等によるリスク計測によって把握
するとともに、当組合の抱える市場リスクの状況等を定期的
にALM委員会へ報告しています。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当組合が定
める「計算事務取扱規定」および日本公認会計士協会の「金
融商品に関する実務指針」に従った、適正な処理を行ってい
ます。

7．銀行勘定における金利リスクに関する事項
（1）リスク管理の方針および手続の概要　

金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価
値の変動や、将来の収益性に対する影響を指しますが、
当組合においては、双方ともに定期的な評価・計測を行
い、適宜、対応を講じる態勢としております。
具体的には、銀行勘定の金利リスクについてΔEVE（金利
変動に伴う経済価値の変動額）、VaR（バリュー・アット・リ
スク）、BPV（ベーシス・ポイント・バリュー）といった指標を
定期的に計測し、ALM委員会で協議検討を行うなど、資
産・負債の最適化に向けたリスク・コントロールに努めてお
ります。

（2）内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算
定手法の概要
金利リスク算定の前提は、以下の定義に基づいて算定し
ております。
・金利感応資産・負債
預金、貸出金、有価証券、預け金、その他金利・期間を
有する資産・負債
・計測手法：再評価法
パーレートイールドで現在価値を計算後、当該グリッ
ドに金利ショック幅を加減算したイールドカーブで現
在価値を再計算し、差分を計上しております。
・行動オプション性
コア預金
対　　象：流動性預金全般（当座・普通・貯蓄等）
算定方法：①過去5年間の最低残高

②過去5年間の最大流出量を現残高か
ら差引いた残高
③現残高の50％相当額
以上３つのうち最小の額を上限

満期…5年以内（平均2.5年）
固定金利貸出の期限前返済
　　　　　　　：保守的な前提を採用（年間３％）
定期預金の早期解約
　　　　　　　：保守的な前提を採用（年間34％）
・リスク計測の頻度：毎月（前月末基準）



（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用協同組
合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第
22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を採用しております。

単体における事業年度の開示事項

項　　目 経過措置による不算入額

うち、出資金及び資本剰余金の額
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額　

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

コア資本に係る基礎項目の額　　　　　 （イ）

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

コア資本に係る基礎項目　　（１）

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する
額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額
のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

適格引当金不足額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る十パーセント基準超過額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー

うち、上記以外に該当するものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額

コア資本に係る調整項目の額　　　　　 （ロ）

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

自己資本の額　　（（イ）－（ロ））　　　   （ハ）

信用リスク・アセットの額の合計額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 
勘定間の振替分 

信用リスク・アセット調整額
フロア調整額

リスク・アセット等の額の合計額　　　　　（ニ）
オペレーショナル・リスク相当額調整額

自己資本比率
自己資本比率　　（（ハ）／（ニ））

自己資本

リスク・アセット等　　（３）

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
  

令和６年度令和５年度 経過措置による不算入額

（単位：百万円）

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
  

■  自己資本の構成に関する開示事項

コア資本に係る調整項目　　（２）

2025 りょうしん Disclosure 40

5,856
2,043
3,854
40
－
53
53
－
－

－

－
5,909

4
－
4
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
4

5,904

65,483
－
－
－
－
－

2,369
－
－
－

67,853

8.70%

5,473
2,036
3,477
40
－
38
38
－
－

－

－
5,511

4
－
4
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
4

5,506

70,760
－
－
－

2,493
－

－
73,253

7.51%

自己資本の充実の状況

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－



■  自己資本の充実度に関する事項 （単位：百万円）
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自己資本の充実の状況

（注）1．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％
2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
3．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の
中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、信用保証協会等
のことです。

4．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機
関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

5．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
③３カ月以上限度額を超過した当座貸越であること
6．「その他」とは、（ⅰ）～（xviii）に区分されないエクスポージャーです。 
7．当組合では、マーケット・リスクに関する事項は該当ありません。
8．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています（令和5年度計数）。
         
　　　　＜オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法＞
　　　　　粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×15％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　÷８％
　　　　　直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数
 
9．当組合は、標準的計測手法かつILMを「1」としてオペレーショナル・リスク相当額を算定しております（令和6年度計数） 
10．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

リスク・アセット等 所要自己資本額 リスク・アセット等 所要自己資本額
令和６年度令和５年度

65,483
65,261
923
6,741
241
―

3,758

11,031
136

31,079
22,840
5,127
2,857
253
―

6,930

112
151

1,343
―

―

476

2,713
―

220
220
―
―
―
―
1

―

―
―

2,369
1,579
189

67,853

2,619
2,610
36
269
9
―

150

441
5

1,243
913
205
114
10
―

277

4
6

53
―

―

19

108
―
8
8
―
―
―
―
0

―

―
―
94
―
―

2,714

70,760
70,701
980
4,867

11,279
37,304

346
1,831

17

228
228
―

―

476

13,369
―
58
58
―
―
―
―
―

―

―
―

2,493

73,253

2,830
2,828
39
194

451
1,492

13
73

0

9
9
―

―

19

534
―
2
2
―
―
―
―
―

―

―
―
99

2,930

イ． 信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計

ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額     
　　　　BI  
　　　　BIC  
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

区　　　分

①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー※2
(ⅰ) ソブリン向け
(ⅱ） 金融機関向け
　　第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 
(ⅲ） カバード・ボンド向け
(ⅳ） 法人等向け
(ⅴ） 中小企業等・個人向け
(ⅵ） 中堅中小企業等・個人向け
　　トランザクター向け
(ⅶ） 抵当権付住宅ローン
(ⅷ） 不動産取得等事業向け
(ⅸ） 不動産関連向け
　　自己居住用不動産等向け
　　賃貸用不動産向け
　　事業用不動産関連向け
　　その他不動産関連向け
　　ADC向け
(ⅹ） 劣後債権及びその他資本性証券等 
(ⅺ） 三月以上延滞等
(ⅻ） 延滞等向け
(xiii） 自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
(xiv） 出資等
　　出資等のエクスポージャー
　　重要な出資のエクスポージャー
(xv） 株式等
(xvi） 重要な出資のエクスポージャー
(xvii） 他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他外

部TLAC関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー
(xviii） 信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る
調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー

(xix） その他
②証券化エクスポージャー
③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー
　　ルック・スルー方式
　　マンデート方式
　　蓋然性方式（250％）
　　蓋然性方式（400％）
　　フォールバック方式（1,250％）

④未決済取引
⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額
⑥CVAリスク相当額を八パーセントで除して得た額（簡便法）
⑦中央清算機関関連エクスポージャー



令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度

ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高
個別貸倒引当金

当期増加額 期末残高 貸出金償却

（単位：百万円）

製 造 業
農 業 、 林 業
建 設 業
電気、ガス、熱供給、水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
飲 食 業
医  療 、 福  祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等

人個
そ の 他

計合

△82
―
―
―
―
―
0
―
―
―
―
△2
―
―
6
―

△1
―
―
―
―
―
0
―
―
―
0
8
―
―
36
―

24
―
―
―
―
―
0
―
―
―
―
4
―
―

169
―

23
―
―
―
―
―
0
―
―
―
0
13
―
―

205
―

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
0
̶

△77 199 243 0ー

区　　分

（注）イ．注記と同様にて表示しております。
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自己資本の充実の状況

貸出金、コミットメン
ト及びその他のデリ
バティブ以外のオフ
・バランス取引

有価証券 デリバティブ取引
三月以上
延滞エクス
ポージャー

延滞エクス
ポージャー

■  信用リスクに関する事項

信用リスクエクスポージャー期末残高
エクスポージャー区分

業種区分
期間区分 令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度

イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高

ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

《業種別及び残存期間別》 （単位：百万円）

（注）1．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため「地域別」の区分は省略しております。
2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しておりますが、該当のない業種につきましては、記載を省略しております。
3．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーを除き記載しております。
4．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、
　デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。
5．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
6．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。                                                                
　　①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること                                                                
　　②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと                                                                
　　③３カ月以上限度額を超過した当座貸越であること                                                                
7．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分・期間区分などに分類することが困難なエクスポージャーです。

本項目は36ページ、貸倒引当金の期末残高及び増減額の項目へ記載しております。

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

製 造 業
農 業 、 林 業
建 設 業
電気、ガス、熱供給、水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
飲 食 業
医  療 、 福  祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
国・地 方 公 共 団 体 等

人個
そ の 他
業 種 別 合 計
１ 年 以 下
１ 年 超 ３ 年 以 下
３ 年 超 ５ 年 以 下
５ 年 超 ７ 年 以 下
７ 年 超 1 0 年 以 下
１ ０　　　年　　　超
期間の定めのないもの
残 存 期 間 別 合 計

7,992
1

816
4,331
1,201
1,047
2,883
53,072
2,957
144
881

2,989
194

13,938
57,707
5,135

155,295
32,444
11,229
6,108
4,865
10,967
72,363
17,315

155,295

3,033
1

440
585
―
16
913
3

1,931
151
885

1,752
189
412

54,470
―

64,789
1,039
1,142
1,966
2,565
5,454
52,616

4
64,789

3,223
1

616
567
―
49
981
1,002
1,857
144
881
2,290
194
197

57,707
―

69,716
909
1,029
2,417
3,163
5,267
52,013
4,914
69,716

6,059
―

300
2,901
1,201
997
1,701
5,607
1,299

―
―

799
―

14,366
―

1,560
36,795
2,100
3,800
3,395
1,807
3,401
20,814
1,477
36,795

4,768
―

200
3,763
1,201
997
1,901
5,006
1,100

―
―

699
―

13,741
―

1,489
34,870
2,500
3,199
2,691
1,701
3,200
20,350
1,227
34,870

4
0
―
―
―
―
―
―
―
21
2
13
―
―

200
―

242

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
4
―
―
11
―
15

9,092
1

740
3,486
1,201
1,014
2,615
59,630
3,231
151
885

2,552
189

14,779
54,470
4,339

158,382
45,394
6,642
5,361
4,372
10,456
73,430
12,724

158,382
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（注）1．最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、令和５年度については記載しておりません。
2．「CCF」とは、オフ・バランス取引の与信相当額を計算する際に使用する掛目（％）のことです。
3．「リスク・ウェイトの加重平均値（％）」とは、信用リスク・アセットの額をCCF・信用リスク削減手法適用後
　エクスポージャーのオン・バランスの額とオフ・バランスの額の合計額で除して算出した値のことです。

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

令和６年度

信用リスク・
アセットの額

リスク・
ウェイトの

加重平均値（％）

CCF・信用リスク削減効果適用後CCF・信用リスク削減効果適用前

－
－
－
－
－
－
－
－

923
－

11,301
241
－

3,758
－

10,756
－

31,079
22,840
5,127
2,857
253
－

6,930
112
151
1
73
－

1,343

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

275
136
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－

923
－

6,741
241
－

3,758
－

10,756
－

31,079
22,840
5,127
2,857
253
－

6,930
112
151
1
73
－

1,343

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

275
136
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－

923
－

6,741
241
－

3,758
－

11,031
136

31,079
22,840
5,127
2,857
253
－

6,930
112
151
1
73
－

1,343
62,146

－
－
－
－
－
－
－
－

100%
－

100%
100%
－

100%
－

100%
100%
100%
100%
100%
100%
100%
－

100%
100%
100%
100%
100%
－

100%

現金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行等向け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
　　　第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
カバード・ボンド向け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む）
　　　特定貸付債権向け
中堅中小企業等向け及び個人向け
　　　トランザクター向け
不動産関連向け
　　　自己居住用不動産等向け
　　　賃貸用不動産向け
　　　事業用不動産関連向け
　　　その他不動産関連向け
　　　ＡＤＣ向け
劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取立未済手形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株式等
合　　　計

ニ．標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごとの内訳
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自己資本の充実の状況

（単位：百万円）

（注）  最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、令和５年度については記載しておりません。

0％
令和６年度

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

1,780
3,300

－
－

2,401
－
－
－
－
－

－

－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
429

－

－
7,912

10％

－
－
－
－
－
－
－
－

9,235
－

－

－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
733

－

－
9,969

20％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

48,081

1,205

－
1,762

－
－
－

1,700
1,700

－
－
－
－
－

－

－

7
－

－

－
51,551

25％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
－
－
－
－

835
835
－
－
－
－
－

－

－

－
－

－

－
835

30％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

1,700

－

－
－
－
－
－

4,316
3,670
645
－
－
－
－

－

－

－
－

－

－
6,016

31.25％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
－
－
－
－
23
23
－
－
－
－
－

－

－

－
－

－

－
23

35％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
－
－
－
－

389
－

389
－
－
－
－

－

－

－
－

－

－
389

37.5％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
－
－
－
－
54
54
－
－
－
－
－

－

－

－
－

－

－
54

40％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
－
－
－
－

3,515
3,515

－
－
－
－
－

－

－

－
－

－

－
3,515

45％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
－
－

3,030
3,030
836
－

836
－
－
－
－

－

－

－
－

－

－
3,866

50％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

1,200

－

－
5,101

－
－
－

3,623
3,623

－
－
－
－
－

25

－

－
－

－

－
9,950

56.25％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
－
－
－
－
13
－
13
－
－
－
－

－

－

－
－

－

－
13

ホ．標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳

現金 
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行等向け 
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関、第一種金融商品取引業者及
び保険会社向け 

第一種金融商品取引業者及び保
険会社向け

カバード・ボンド向け 
法人等向け（特定貸付債権向けを含む）

特定貸付債権向け
中堅中小企業等向け及び個人向け 

トランザクター向け
不動産関連向け 

自己居住用不動産等向け
賃貸用不動産向け
事業用不動産関連向け
その他不動産関連向け
ＡＤＣ向け

劣後債権及びその他資本性証券等 
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを
除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャー
に係る延滞
取立未済手形 
信用保証協会等による保証付 
株式会社地域経済活性化支援機構等
による保証付 
株式等 
合　　　計
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（単位：百万円）

（注）  最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、令和５年度については記載しておりません。

60％
令和６年度

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
－
－
－
－

817
－

394
－

422
－
－

－

－

－
－

－

－
817

70％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
－
－
－
－

25,817
25,511

－
306
－
－
－

－

－

－
－

－

－
25,817

75％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

100

－

－
700
－

5,858
－

1,368
114
1,254

－
－
－
－

－

－

－
－

－

－
8,027

85％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
－
－

8,725
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
－

－

－
8,725

90％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
－
－
－
－

154
－
－

154
－
－
－

－

－

－
－

－

－
154

93.75％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
－
－
－
－
45
－
45
－
－
－
－

－

－

－
－

－

－
45

100％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

500

－

－
330
－

338
－
－
－
－
－
－
－

6,930

－

151

－
－

－

1,343
9,593

105％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
－
－
－
－

3,042
－

3,042
－
－
－
－

－

－

－
－

－

－
3,042

110％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
－
－
－
－

2,276
－
－

2,276
－
－
－

－

－

－
－

－

－
2,276

150％

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

66

－

－
－

－

－
66

その他

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

‐

－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

‐

－

－
－

－

－
‐

合計

1,780
3,300

－
－

2,401
－
－
－

9,235
－

51,581

1,205

－
7,894

－
17,952
3,030
48,830
39,049
6,621
2,737
422
－

6,930

91

151

7
1,162

－

1,343
152,665

ホ．標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳

現金 
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行等向け 
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関、第一種金融商品取引業者及
び保険会社向け 

第一種金融商品取引業者及び保
険会社向け

カバード・ボンド向け 
法人等向け（特定貸付債権向けを含む）

特定貸付債権向け
中堅中小企業等向け及び個人向け 

トランザクター向け
不動産関連向け 

自己居住用不動産等向け
賃貸用不動産向け
事業用不動産関連向け
その他不動産関連向け
ＡＤＣ向け

劣後債権及びその他資本性証券等 
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを
除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャー
に係る延滞
取立未済手形 
信用保証協会等による保証付 
株式会社地域経済活性化支援機構等
による保証付 
株式等 
合　　　計



告示で定める
リスク・ウェイト区分 格付適用有り

エクスポージャーの額

格付適用無し

（単位：百万円）

0%
10%
20%
35%
50%
75%
100%
150%
250%
1250％
そ　の　他
合　　　計 18,632

へ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

イ．信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

（注）1．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
2．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
3．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーを除き記載しております。

令和５年度
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―
―

3,000
―

9,906
―

5,725
―
―
―
―

139,750

7,263
10,410
55,554
991
0

49,739
15,743

4
43
―
―

告示で定める
リスク・ウェイト区分

CCFの
加重平均値
（％）

資産の額及び与信相当
額の合計額（CCF・信用
リスク削減効果適用後）

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

令和６年度
（単位：百万円）

40%未満
40%～70％
75%
80%
85%

90%～100%
105%～130%
150%
250%
400%
1250%
そ　の　他
合　　　計 147,777

（注）

CCF・信用リスク削減効果適用前

76,752
40,951
6,170

－
8,725
9,793
5,318
66
－
－
－
－

4,887

－
3,030
1,857

－
－
－
－
－
－
－
－
－

100.00

－
100.00
100.00

－
－
－
－
－
－
－
－
－

129,865

53,952
43,981
8,027

－
8,725
9,793
5,318
66
－
－
－
－

自己資本の充実の状況

1．最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、令和5年度については記載しておりません。
２．｢CCFの加重平均値（％）｣とは、CCFを適用した後及び信用リスク削減手法の効果を勘案する前のオフ・バランス取引のエクスポージャーの額を、CCF・信用
リスク削減手法適用前エクスポージャーのオフ・バランスの額に掲げる額で除して算出した値のことです。

■
  

信用リスク削減手法に関する事項

（単位：百万円）

金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け
中堅中小企業等向け及び個人向け

（注）  当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

6,240
96

4,560
－

令和６年度令和５年度
信用リスク削減手法 適格金融資産担保

ポートフォリオ
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自己資本の充実の状況

■  リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

285
̶
̶
̶
̶

295
̶
̶
̶
̶

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー
マンデート方式を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー

令和６年度令和５年度
（単位：百万円）

■  金利リスクに関する事項 （単位：百万円）

上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
スティープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値

自己資本の額

（注）  金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。 

1,927
―

1,927
令和５年度

5,506

△EVE

2,143
―

2,143

令和６年度令和５年度

IRRBB：金利リスク

令和６年度
5,904

△N I I

―
157

157

―
200

200

令和６年度令和５年度

■  出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
イ．貸借対照表計上額及び時価 （単位：百万円）

（注）「貸借対照表で確認され、かつ、損益計算書で認識されない
評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

（単位：百万円）

上 場 株 式 等
非 上 場 株 式 等
合　　計

477
704

477
752

1,138227
477

1,616

1,138275
477

1,616

貸借対照表
計　上　額 時　価 貸借対照表

計　上　額 時　価区　分

ハ．貸借対照表で確認され、かつ、損益計算書で

　 
認識されない評価損益の額

令和６年度令和５年度
（単位：百万円）

ー ー評 価 損 益

（注）「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、
子会社株式及び関連会社の評価損益です。

ロ．出資等又は株式等エクスポージャー

　 
の売却及び償却に伴う損益の額

令和６年度令和５年度
（単位：百万円）

－
－

16381
△73
－

売 却 益
売 却 損
償 却

区　分

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

ニ．貸借対照表及び損益計算書で
　 認識されない評価損益の額

令和６年度令和５年度
－ －評 価 損 益

令和５年度 令和６年度

（注）リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーは、本表には含めておりません。


